
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅱ  都区間財源問題と都区のあり方検討 
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平成 12年改革以降の都区制度をめぐる検討の経緯 

年次 特別区 東京都 

H12 年 4 月 
 
 
H15 年 3 月 
 
 
 
 
 
 
H18 年 2 月 
 

H18 年 5 月 
～11 月 
 
H19 年 1 月 
～ 

H19 年 11 月

H19 年 12 月 
 
 

H20 年 6 月 
～ 
H20 年 8 月 
～ 
 

H21 年 11 月 
～H27年3月 
 
H24 年 2 月 
～H28年5月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 （ 施 行 ） 

・都を広域の地方公共団体、特別区を基礎的な地方公共団体に法定 

「都区財政調整主要 5課題」の協議 

・法定された都区の役割分担に基づく財源配分等の財源問題が未決着 
・平成 17 年度までの解決を目指して都区協議 
＜協議内容＞ 

①役割分担を踏まえた財源配分 ②都に留保した清掃関連経費の取扱い  
③小中学校改築需要への対応  ④都市計画交付金の配分  
⑤状況に応じた配分割合の変更 

＜主要 5課題の協議決着＞  H18.2.16都区協議会合意事項 

・新たな検討組織を設置し、今後の都区のあり方について、根本的、発展的

に検討（事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度） 
・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

都区のあり方に関する検討会 （Ｈ18.5～Ｈ18.11） 

・都区のあり方検討に係る今後の検討の大枠を整理 

都区のあり方検討委員会・幹事会（Ｈ19.1～） 

＜検討項目＞  

・都区の事務配分・特別区の区域のあり方・税財政制度 
※H23までに事務配分 444項目の検討の方向付け終了（事後の対応未定） 

特別区制度調査会報告（H19.12.11） 

・「都の区」の制度廃止と「基礎自治

体連合」の構想 

東京自治制度懇談会報告（H19.11） 

・議論の整理 
（都が大都市経営の担い手） 

東京の自治のあり方研究会（H21.11～H27.3） 

・将来の都制度や東京の自治のあり方について調査研究 
（都・区・市・町村共同設置） 

特別区制度研究会（H20.8～） 

・第 1期（H20.8～H22.3） ・第 5期（H28.5～H30.3） 

・第 2期（H22.5～H24.3） ・第 6期（H30.4～R2.3） 

・第 3期（H24.5～H26.3）  

・第 4 期（H26.5～H28.3） 

児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会（H24.2～H28.5） 

・現行の課題と対応策 ・児童相談行政の体制のあり方 
※H28 児童福祉法の一部改正により特別区も児童相談所を設置可能に 

特別区制度懇談会（H20.6～） 
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都区のあり方検討の経緯と現状のポイント 

 

◇検討に至る経緯 

○平成 12 年都区制度改革時に、改正自治法の原則に則った役割分担の明確化と役割分担に基
づく安定的な財源配分を確立する根本課題が積み残し 
○財源問題（主要５課題）協議の結果、都の事務のうち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐ

って、都区の見解は大幅に乖離 
※都 1兆 2千億円、区 6千 8百億円（平成 15年度決算）     

○財源配分のあり方は、都区のあり方検討の結果で整理することで暫定決着 
※都区のあり方検討委員会設置（平成 19年１月から）＜事務、区域、税財政など＞ 
※三位一体改革等で５５％に（平成 19年度から）＜分担変更時等以外は当面安定化＞ 

◇検討に臨む方針（H19.6.15 区長会総会） 
○事務配分は、基礎自治体優先の原則を踏まえ都が実施する事業を例外なく検討 
○区域のあり方は、都が示す考え方を参考に、特別区が主体的に判断 
○税財政は、事務移譲に応じた財源移譲及び特別区の主体性の強化等を目指す 

◇検討の状況等 
○事務配分 
・内部管理事務等を除き、都の全ての事務を対象に検討（４４４項目） 
・検討対象事務について検討の方向付けを完了（H23.1） 

※ 区に移管：５３   都区の役割見直し：３０  引き続き検討：１０１ 
都に残す：１８４  検討対象外:７５  税財政制度の課題として整理：1 

・区に移管する方向で一致した事務の具体化等、事務配分の今後の取扱いについては、都が

特別区の区域再編の議論抜きに進められないとしているため、未定 
   ＜参考＞ 都の考え方 

都区の事務配分の検討と特別区の区域のあり方の検討はセットで検討すべき。都の

評価は、特別区が人口５０万人以上の規模となった場合を想定した評価。ただし、こ

れをもって移管の前提条件とするものではない。 

○区域のあり方 
・都区双方から論点等を出し合い検討。都は、再編を含む区域のあり方について議論が必要

と主張、区側は、それぞれの区が主体的に判断するものと主張し、議論が噛み合わず 
・議論の中で、当面、将来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、

都と区市町村共同の調査研究の場を設けることとし、その結果を待って、必要に応じ議論

することに 
・「東京の自治のあり方研究会」が設置され、調査研究を開始（H21.11）、地域別の将来人口
推計（500ｍメッシュ）等のデータに基づき、地域ごとの課題を踏まえた最終報告がとり
まとめられた（H27.3）が、この報告の取扱いは未定 
・区長会は、研究会報告に関して、各区で今後議論する際の参考として受け止めるが、特別

区の区域のあり方について、都区間で直ちに検討する必要があるとの提言になっていない

ことから、従来どおり、各区が主体的に判断する課題とし、都から具体的な提案があった

場合に対応することを確認 
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平成 12年改革以降の都区制度をめぐる検討の経緯 

年次 特別区 東京都 

H12 年 4 月 
 
 
H15 年 3 月 
 
 
 
 
 
 
H18 年 2 月 
 

H18 年 5 月 
～11 月 
 
H19 年 1 月 
～ 

H19 年 11 月

H19 年 12 月 
 
 

H20 年 6 月 
～ 
H20 年 8 月 
～ 
 

H21 年 11 月 
～H27年3月 
 
H24 年 2 月 
～H28年5月 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

地 方 自 治 法 の 一 部 改 正 （ 施 行 ） 

・都を広域の地方公共団体、特別区を基礎的な地方公共団体に法定 

「都区財政調整主要 5課題」の協議 

・法定された都区の役割分担に基づく財源配分等の財源問題が未決着 
・平成 17 年度までの解決を目指して都区協議 
＜協議内容＞ 

①役割分担を踏まえた財源配分 ②都に留保した清掃関連経費の取扱い  
③小中学校改築需要への対応  ④都市計画交付金の配分  
⑤状況に応じた配分割合の変更 

＜主要 5課題の協議決着＞  H18.2.16都区協議会合意事項 

・新たな検討組織を設置し、今後の都区のあり方について、根本的、発展的

に検討（事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度） 
・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

都区のあり方に関する検討会 （Ｈ18.5～Ｈ18.11） 

・都区のあり方検討に係る今後の検討の大枠を整理 

都区のあり方検討委員会・幹事会（Ｈ19.1～） 

＜検討項目＞  

・都区の事務配分・特別区の区域のあり方・税財政制度 
※H23までに事務配分 444項目の検討の方向付け終了（事後の対応未定） 

特別区制度調査会報告（H19.12.11） 

・「都の区」の制度廃止と「基礎自治

体連合」の構想 

東京自治制度懇談会報告（H19.11） 

・議論の整理 
（都が大都市経営の担い手） 

東京の自治のあり方研究会（H21.11～H27.3） 

・将来の都制度や東京の自治のあり方について調査研究 
（都・区・市・町村共同設置） 

特別区制度研究会（H20.8～） 

・第 1期（H20.8～H22.3） ・第 5期（H28.5～H30.3） 

・第 2期（H22.5～H24.3） ・第 6期（H30.4～R2.3） 

・第 3期（H24.5～H26.3）  

・第 4 期（H26.5～H28.3） 

児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会（H24.2～H28.5） 

・現行の課題と対応策 ・児童相談行政の体制のあり方 
※H28 児童福祉法の一部改正により特別区も児童相談所を設置可能に 

特別区制度懇談会（H20.6～） 
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○税財政制度 
・区側から論点を示したが、今後の検討課題の議論の推移を踏まえて整理 

○児童相談所のあり方等 
・都区のあり方検討委員会と切り離して、都区間の連携や体制等について幅広く検討するこ

とを都区間で確認 
・児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会設置（H24.2.13） 
・検討会で特別区が求める児童相談所の移管について大きな進捗が見られない中で、児童虐

待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るための児童福祉法

等の一部を改正する法律が成立（H28.5.27）、公布（H28.6.3） 
・この改正により、政令で定める特別区が児童相談所を設置できるようになり、併せて、政

府が、法施行後 5年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置できるように必要
な支援を実施すると規定 

○都区のあり方検討委員会の協議再開に向けた区長会の取組 
・平成２７年６月の区長会総会で、都に対して、平成２３年１２月の書面開催を最後に中断

されている都区のあり方検討委員会の協議再開を求めることを確認 
・これを受けて、都への予算要望等の機会（※）をとらえて、協議を再開するよう要請 
※ 区長会役員就任挨拶（H27.6、H29.6、R1.6） 
  都の施策及び予算に関する要望（H27.7、H28.8、H29.8、H30.7、R1.7） 
  都区協議会（H28.2） 
都予算編成に関する知事ヒアリング（H29.11、H30.11、R1.11） 
知事との意見交換会（H30.2、H31.1） 
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平成12年改革後の協議で目指したもの

○都が限定的に行う大都市事務の具体的な整理により、改正自

治法の原則に則った役割分担の明確化と役割分担に基づく安

定的な財源配分を確立する

≪特別区優先、都の事務の限定、役割に応じた財源配分≫

○住民に対する都区の行政責任の明確化

○基礎自治体である区の行財政基盤の強化と都が広域的課題

に専念できる体制の強化

○都区の真のパートナーシップ確立による住民福祉の向上と

大都市東京の発展

未完の都区制度改革

財源問題（主要5課題）協議の結果、都の事務のう
ち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐって、都区
の見解は大幅に乖離

※都1兆2千億円、区6千8百億円（15年度決算）

財源配分のあり方は、都区のあり方検討の結果で
整理することで暫定的に決着

※都区のあり方検討委員会設置（19年１月から）

（事務、区域、税財政など根本的かつ発展的に検討）

※三位一体改革等で５５％に（19年度から）

（税制改正、分担変更等が無い限り当面安定化）
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○税財政制度 
・区側から論点を示したが、今後の検討課題の議論の推移を踏まえて整理 

○児童相談所のあり方等 
・都区のあり方検討委員会と切り離して、都区間の連携や体制等について幅広く検討するこ

とを都区間で確認 
・児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会設置（H24.2.13） 
・検討会で特別区が求める児童相談所の移管について大きな進捗が見られない中で、児童虐

待について発生予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るための児童福祉法

等の一部を改正する法律が成立（H28.5.27）、公布（H28.6.3） 
・この改正により、政令で定める特別区が児童相談所を設置できるようになり、併せて、政

府が、法施行後 5年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置できるように必要
な支援を実施すると規定 

○都区のあり方検討委員会の協議再開に向けた区長会の取組 
・平成２７年６月の区長会総会で、都に対して、平成２３年１２月の書面開催を最後に中断

されている都区のあり方検討委員会の協議再開を求めることを確認 
・これを受けて、都への予算要望等の機会（※）をとらえて、協議を再開するよう要請 
※ 区長会役員就任挨拶（H27.6、H29.6、R1.6） 
  都の施策及び予算に関する要望（H27.7、H28.8、H29.8、H30.7、R1.7） 
  都区協議会（H28.2） 
都予算編成に関する知事ヒアリング（H29.11、H30.11、R1.11） 
知事との意見交換会（H30.2、H31.1） 
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主要５課題に関する都区協議の概要 

～ 主要５課題の確認から当面の配分割合の決着まで ～ 
 

(1) 都区財政調整「主要５課題」の確認 

  平成 12 年 4 月 1 日施行の都区制度改革により新たなスタートを切った都区制度で

あったが、法に定められた都区の役割分担に基づく財源配分の問題等については、都

区で合意に至らず、課題として積み残された。平成 12年 2月 10日開催の都区協議会

において、都区で確認した「都区財政調整主要５課題」である。 

これ以降、清掃事業の特例的対応期間が終了する平成 17 年度までの解決をめざし

て、都区協議が行われることとなった。 

「主要５課題」の内容 

①今回財源配分に反映させない清掃関連経費については、区の財源配分に反映させる

課題として整理し、都の実施経費を踏まえて平成１７年度までに協議する。  

②今後の小中学校の改築需要急増への対応について、実施状況等を踏まえて協議する。 

③今回の配分割合は、清掃事業について一定期間特例的な対応を図ること等をふまえ

たものであり、都区双方の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方につ

いては、今後協議する。 

④都市計画交付金について、都区双方の都市計画事業の実施状況に見合った配分が行

われるよう検討する課題とする。 

⑤清掃事業の特例的な対応が終了する平成１７年度の時点で配分割合の見直しを行う

ことは当然として、それまでの間、大きな制度改正やどうしても対応できない事態

が発生した場合には、配分割合の変更について協議を行う。 

(2) 主要５課題の暫定的整理 

 主要５課題を事務的に検討する場として平成 15 年に都区検討会（大都市事務検討

会、清掃関連経費検討会、小中学校改築経費等検討会）が設置される等、都区協議が

進められたが、各課題とも双方の見解は大きく乖離し、協議は難航を極めた。しかし、

協議の最終年度である 17 年度に入り、都区検討会の検討結果を踏まえた都区財政調

整協議会での検討を経て、11 月以降に行われた区長会正副会長と都副知事とのトッ

プ交渉等が行われた結果、平成 18年 2月 16日の都区協議会において、主要５課題の

暫定的な整理の合意を見るに至った。 

主要５課題の整理についての都区の合意事項 

１ 今後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税

財政制度などを根本的かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このため

の検討組織を都区共同で設置する。 

  都区の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討
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を行う中で、その結論にしたがい整理を図る。 

２ 平成 18 年度都区財政調整協議において、清掃関連経費及び小中学校改築に係る

課題を整理することとし、都は財政調整交付金とは別に２００億円の特別交付金を

平成 18年度に限り設ける。 

  特別区都市計画交付金については、対象事業に市街地再開発事業（再開発組合等

への助成）を追加する。 

３ 「三位一体改革の影響」への対応として都から提案された調整率の２％アップ（19

年度以降）については、影響の全体像を見極め、平成 19 年度財調協議において合

意できるよう努力する。 

 この合意に基づき、平成 18年度から都区のあり方に関する検討が始まり、平成 18

年 11月 14日に、都区協議会の下に都区のあり方検討委員会が設置された。 

(3) 当面の配分割合の決着 

平成 19 年度都区財政調整協議は、都区間の配分割合改定に向け、各区の三位一体

改革の影響額を調査したうえで行われた。しかし、三位一体改革の影響の範囲や、都

区財政調整交付金不交付区における影響額の取扱い等について都区の見解が相違し、

協議は難航した。 

 最終的には、都の補助事業の一部を区の自主事業に振り替える分も含め、区側の配

分割合を３％アップすることで合意し、都区のあり方に関する検討の結論が出るまで

の間は、大規模な制度改正や役割分担の変更がない限り、都側 45％、区側 55％の配

分割合をもって財政調整が行われることとなった。 

 また、平成 19 年度に、都区財政調整交付金総額に対する特別交付金の割合を２％

から５％に変更し、交付対象を拡大するほか、不交付区における三位一体改革の影響

に対する激変緩和措置をとることとなった。 

配分割合変更等に関する都区の合意事項 

１ 都区間の配分割合の変更 

平成１９年度から、都区の配分割合を東京都４５％、特別区５５％に変更する。 
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整協議会での検討を経て、11 月以降に行われた区長会正副会長と都副知事とのトッ
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暫定的な整理の合意を見るに至った。 

主要５課題の整理についての都区の合意事項 

１ 今後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税

財政制度などを根本的かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このため

の検討組織を都区共同で設置する。 

  都区の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討

26



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都が行う「大都市事務」の分析結果（17.6.10現在）

1，5221，9183，440５総係的管理経費

224△2240―財調基金充当分

5，1616，80311，964２３７合 計

45210，24610，699大都市一般財源

4，709△3，4431，265所要額 － 大都市一般財源

1，78801，788９４その他

9950995１１０
「政令指定都市」が行う事務等

（法令上の府県事務）

2，78302，783２０４府県事務とするもの

6289381，566２４法令留保事務以外

44，1714，175４法令留保事務

6325,1095，741２８大都市事務（一部を含む）とするもの

都案―区案区 案都 案

一般財源所要額（単位：億円）
事務数項 目

※「項目」と「事務数」は、区案で分類
※「一般財源所要額」は、都が行う「大都市事務」の経費

都区財政調整「主要5課題」協議決着の構図

都市計画交付金
（実施状況に見合った

都市計画税の配分）

主要５課題

◎特別交付金２００億円
⇒１８年度限り

財調外で別途措置

◎交付対象事業の追加
市街地再開発事業

（再開発組合等への助成）

◎１９年度協議結果

＜当面の配分率＞

52％ ⇒ 55％
（１％は都補助振替）

過去の清算分 【今後の課題】

◎新たな検討組織の設置
【今後の都区のあり方】
都区の事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、
税財政制度 などを根本的かつ発展的に検討

１８年度財調協議での整理

※小中学校改築に係る過去
（Ｈ12－17）の需要分

◎１９年度財調で継続協議
「合意できるよう努力する」ことを確認

○平成26年度に清掃工場
等整備に係る都債償還
が終了することを踏ま
えた、当該財源の取扱
い等

○小中学校改築等経費に
係る改築単価、改築規
模等の改善、改築ピー
ク期への対応 等

○都市計画事業の実績に
見合った交付金総額の
拡大、交付率弾力化等

大都市事務
（都区の役割分担を踏まえた

財源配分のあり方）

清掃関連経費
（財源配分に反映されて

いない経費の取扱い）

小中学校改築等経費

（今後の小中学校の
改築需要急増への対応）

※別途、２３区間の配分を区側が主体的に調整する仕組みを協議

◎都区のあり方

検討委員会設置

三位一体改革の影響
⇒配分割合変更による対応

平成１２年
改革の
積み残し
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都区のあり方に関する検討の方向

基礎自治体優先の原則を踏まえ、都が実施しなければならないもの以
外は特別区が担うことを基本に、都が実施する事業を例外なく検討し、
都区の役割分担のあり方を整理

基礎自治体優先の原則を踏まえ、都が実施しなければならないもの以
外は特別区が担うことを基本に、都が実施する事業を例外なく検討し、
都区の役割分担のあり方を整理

都区の事務配分のあり方を
踏まえ、都が示す考え方を
参考に、
特別区が主体的に判断

都区の事務配分のあり方を
踏まえ、都が示す考え方を
参考に、
特別区が主体的に判断

都区の事務配分の見直しによる
事務移譲に応じた財源移譲
・財調交付金の配分率変更
・事務処理特例交付金の交付
特別区の主体性の強化等

都区の事務配分の見直しによる
事務移譲に応じた財源移譲
・財調交付金の配分率変更
・事務処理特例交付金の交付
特別区の主体性の強化等

検討の
基本的
枠組み

① 都区の事務配分について

③ 税財政制度 ② 区域のあり方

○当面、現行法制度の下でなしうる根本的な都区
関係の改革を検討

○現行法制度自体の改革は、都区双方の今後の
検討を踏まえ、別途検討

19. 6. 15 区長会総会
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・都議会関係事務
・都全体の組織運営
等事務
・国・他団体との連絡
調整事務
・23区域外の法令事務
任意共管事務

検討対象事務の選定基準と項目数

検討対象とする事務 （４４４項目）

検討対象外 （５４項目）

視

点

検討対象は、
府県事務を
含め、幅広く
選定！

23区を含む区域内で行っている事務

法令に基づく事務 （３３６項目）

任意共管事務 （１０８項目）

①法令で都が処理する市町村事務
・一般市の事務（上下水道、消防等）

・建築主事設置市、保健所設置市の事務

②政令指定都市等が処理する事務
③他府県で事務処理特例制度で処理する事務
④その他の府県事務（都区が指定するもの）

（ 公営住宅、都市公園、公立高校 等 ）

移管すべき事務の選定基準

都は、広域自治体として、大都市東京のさらなる発展を支えるため
の施策の展開にできる限り特化

特別区は、基礎自治体として、より幅広く地域の事務を担う

基本的方向

(1) 各特別区の区域を超える事務のうち、都が広域的な立場から処理すること
が必要な事務かどうか

(2) 都から特別区に移管することにより、事業効果や事業効率に著しい支障が

生じると考えられる事務かどうか

(3) 人材や施設など専門性の確保の観点から、特別区が処理することが困難な

事務かどうか

(4) 事業規模や施設の規模･配置などの観点から、特別区が処理することが困難

な事務かどうか

(5) 大都市東京の安全性、機能性及び快適性の維持向上を図るため、都が一体

的に処理することが必要な事務かどうか

(6) 法令の趣旨目的その他法令上の制約等により、移管することができない事

務かどうか

(7) その他特段の事情があるかどうか
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継区都医療費助成に関する事務

継都区都都営住宅の供給に関する事務

都都都都市高速鉄道の建設助成に関する事務

任意共管事務

継都区都区一級河川の管理などに関する事務

区区区県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務

継都区都区指定区間外国道管理などに関する事務（特例都道含む）

区区区児童相談所設置など児童福祉に関する事務

政令指定都市等
が実施

継区都延床１万㎡超の建築物にかかる建築確認等の事務特定の市が実施

継区都消防に関する事務

継区都公共下水道の設置・管理に関する事務

継都区都上水道の設置・管理に関する事務

継区都
都市計画決定に関する事務（特定街区で面積が１ｈａを超
えるものなど）

一般的に市が
実施

結果区評価都評価

評 価
事 務 名

（注）「評価」欄の「都」「区」は役割分担の方向。「都区」は、当該事務を分担して担う方向。「結果」欄の「継」は、都区の見解の相違又

は役割分担の考え方を調整する必要から、引続き検討するものとして整理したもの。

事務配分の検討状況（例）

都区の事務配分の検討結果（23年1月）

現在の都の事務（都の事務リスト作成）

検討対象事務（検討対象事務リスト作成）協議・選定

１

２

３

都に残す方向で
検討する事務

区へ移管する
方向で検討する

事務

協議
選定

４４４

府県事務も含
め幅広く選定検討対象事務の選定基準

都の事務を特化
区が幅広く実施移管すべき事務の選定基準

５３ １８４

税財政の課題に移行 １
対象外の事務 ７５

都区の役割を見
直す方向で検討
する事務

都区の役割の見
直しの是非を引続
き検討する事務

１０１３０

３６８

31

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都議会関係事務
・都全体の組織運営
等事務
・国・他団体との連絡
調整事務
・23区域外の法令事務
任意共管事務

検討対象事務の選定基準と項目数

検討対象とする事務 （４４４項目）

検討対象外 （５４項目）

視

点

検討対象は、
府県事務を
含め、幅広く
選定！

23区を含む区域内で行っている事務

法令に基づく事務 （３３６項目）

任意共管事務 （１０８項目）

①法令で都が処理する市町村事務
・一般市の事務（上下水道、消防等）

・建築主事設置市、保健所設置市の事務

②政令指定都市等が処理する事務
③他府県で事務処理特例制度で処理する事務
④その他の府県事務（都区が指定するもの）

（ 公営住宅、都市公園、公立高校 等 ）

移管すべき事務の選定基準

都は、広域自治体として、大都市東京のさらなる発展を支えるため
の施策の展開にできる限り特化

特別区は、基礎自治体として、より幅広く地域の事務を担う

基本的方向

(1) 各特別区の区域を超える事務のうち、都が広域的な立場から処理すること
が必要な事務かどうか

(2) 都から特別区に移管することにより、事業効果や事業効率に著しい支障が

生じると考えられる事務かどうか

(3) 人材や施設など専門性の確保の観点から、特別区が処理することが困難な

事務かどうか

(4) 事業規模や施設の規模･配置などの観点から、特別区が処理することが困難

な事務かどうか

(5) 大都市東京の安全性、機能性及び快適性の維持向上を図るため、都が一体

的に処理することが必要な事務かどうか

(6) 法令の趣旨目的その他法令上の制約等により、移管することができない事

務かどうか

(7) その他特段の事情があるかどうか
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相 違

公共下水道の設置・管理事務

下水道（枝線管きょ等）
の設置・管理に関する事務

幹線管きょなど・終末処理場の設置
・管理に関する事務（流域下水道）

○法令上、特別区の事務（協議が整う
までは都が実施）

○区道との一体的な管理や窓口の総合化
など、住民の利便性の向上、事業執行
の効率化等が期待できる。

○一般的には府県事務であるが、現行の
処理区単位で複数区による共同処理が
可能

○区部の下水道は、全体を一体
の施設として整備されており、
処理区ごとに分割すれば効率
性が低下し、サービスも低下

○共同処理方式では、住民自治
が後退し、効率性、事業効果、
専門性も低下

○基礎自治体優先の原則のみで
判断すべきではなく、都が一
体的に行うことが都民区民の
利益に適う

事務配分に関する都区の考え方（例）

区の考え方（区に移管） 都の考え方（都が一体的に処理）

・下水道の流れ：家庭など⇒枝線⇒幹線⇒（ポンプ所）⇒水再生センター⇒川など

・区部10処理区、水再生センター13か所等（監理団体への移転、民間への委託化を推進）

・都は、多摩２６市３町１村の区域で流域下水道事業を実施

相 違

法令上区への移譲が可能とされている事務（第11回幹事会）

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務

○施設の偏在を踏まえつつ、各区間
の連携等により対応

○地域の実情に応じた効率的できめ
細かな対応が期待できる

○地域の実情に応じた迅速できめ
細かな対応が期待できる

○区にも専門職員がいるが、区が
一定以上の規模になることで、
より効果的効率的な執行が可能

事務配分に関する都区の考え方

区の考え方（区に移管） 都の考え方（区に移管）

《都の考え方》特別区が人口５０万程度以上の規模になった場合、どんな事務が移

管できるかという前提をおいて、事務の掘り起こしを行った。政令指定都市並みの
規模であれば、支障なく事務の遂行が可能であろうという意味合いである。５０万

でなければ駄目というわけではなく、規模も要素の一つということである。

○区が一定以上の規模になることに
より、人材、施設を確保すれば
可能

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

方向は一致

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務
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≪法令上都の事務のうち、「区に移管する方向で検討する事務」として都区が一致した事務≫ 

 

１ 生活文化スポーツ局（３項目） 
 
(1) 「③-１ 特定計量器に係る定期検査、勧告などに関する事務」 

 (2) 「⑤-20 適正計量管理事業所の指定などに関する事務」 

(3) 「⑤-48 販売事業者に対する立入検査などに関する事務」 

 

２ 都市整備局（１１項目） 
 
 (1) 「④-30 住宅街区整備事業の認可などに関する事務」 

(2) 「④-33 賃貸住宅の建設・管理に関する計画認定などに関する事務」 

(3) 「④-37 高齢者向け賃貸住宅整備計画認定などに関する事務」 

(4) 「④-50 宅地造成工事規制区域の指定などに関する事務」 

(5) 「④-56 流通業務地区公共施設都市計画決定などに関する事務」 ※ 

(6) 「④-75 特定建築物の基準適合報告などに関する事務」 

(7) 「④-76 マンション建替組合の設立の認可などに関する事務」 

(8) 「④-79 交通結節機能高度化構想の作成及び国土交通大臣との協議などに関する事務」 

(9) 「④-81 地域住宅計画に記載された配慮入居者への特定優良賃貸住宅の全部又は一部の

賃貸の承認などに関する事務」 

(10) 「④-82 雨水浸透阻害行為の許可、条件の付加などに関する事務」 

(11) 「④-87 特定優良賃貸住宅を特定入居者に賃貸することの承認に関する事務」 

 

３ 環境局（８項目） 
 
 (1) 「③-２ 汚水等を排出する特定施設の設置届の受理などに関する事務」 

(2) 「③-３ ばい煙の排出の規制及び粉じんに関する規制などに関する事務（工場に係るものを

除く）」 

(3) 「④-25 ばい煙の排出の規制及び粉じんに関する規制などに関する事務」 

(4) 「③-４ 公害防止統括者等の届出の受理などに関する事務」 

(5) 「③-５ ダイオキシン類を発生する特定施設の設置届の受理などに関する事務」 

(6) 「③-６ 土壌汚染状況調査の実施の命令などに関する事務」 

(7) 「④-52 指定区域内建築物用地下水採取許可などに関する事務」 

(8) 「⑤-44 ガス事業者などの事業場への立入検査などに関する事務」 

 

４ 福祉保健局（２２項目） 
 
 (1) 「②-３ 狂犬病予防員の設置、犬の登録、犬の捕獲などの事務」 

 (2) 「③-７ 犬及びねこの引取りに関する事務」 

(3) 「④-67 動物取扱業者の登録などに関する事務」 

都区のあり方検討 移管検討対象事務（53 項目）一覧 
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相 違

公共下水道の設置・管理事務

下水道（枝線管きょ等）
の設置・管理に関する事務

幹線管きょなど・終末処理場の設置
・管理に関する事務（流域下水道）

○法令上、特別区の事務（協議が整う
までは都が実施）

○区道との一体的な管理や窓口の総合化
など、住民の利便性の向上、事業執行
の効率化等が期待できる。

○一般的には府県事務であるが、現行の
処理区単位で複数区による共同処理が
可能

○区部の下水道は、全体を一体
の施設として整備されており、
処理区ごとに分割すれば効率
性が低下し、サービスも低下

○共同処理方式では、住民自治
が後退し、効率性、事業効果、
専門性も低下

○基礎自治体優先の原則のみで
判断すべきではなく、都が一
体的に行うことが都民区民の
利益に適う

事務配分に関する都区の考え方（例）

区の考え方（区に移管） 都の考え方（都が一体的に処理）

・下水道の流れ：家庭など⇒枝線⇒幹線⇒（ポンプ所）⇒水再生センター⇒川など

・区部10処理区、水再生センター13か所等（監理団体への移転、民間への委託化を推進）

・都は、多摩２６市３町１村の区域で流域下水道事業を実施

相 違

法令上区への移譲が可能とされている事務（第11回幹事会）

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務

○施設の偏在を踏まえつつ、各区間
の連携等により対応

○地域の実情に応じた効率的できめ
細かな対応が期待できる

○地域の実情に応じた迅速できめ
細かな対応が期待できる

○区にも専門職員がいるが、区が
一定以上の規模になることで、
より効果的効率的な執行が可能

事務配分に関する都区の考え方

区の考え方（区に移管） 都の考え方（区に移管）

《都の考え方》特別区が人口５０万程度以上の規模になった場合、どんな事務が移

管できるかという前提をおいて、事務の掘り起こしを行った。政令指定都市並みの
規模であれば、支障なく事務の遂行が可能であろうという意味合いである。５０万

でなければ駄目というわけではなく、規模も要素の一つということである。

○区が一定以上の規模になることに
より、人材、施設を確保すれば
可能

特定計量器、犬・ねこの引取り
に関する事務

方向は一致

汚水、ばい煙、ダイオキシン
など公害関係の事務
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 (4) 「④-１ 児童相談所設置など児童福祉に関する事務」 

 (5) 「④-2 民生委員の推薦など民生委員に関する事務」 

 (6) 「④-４ 保護施設設置など生活保護に関する事務」 

 (7) 「④-５ 行旅病人等に関する費用弁償に関する事務」 

 (8) 「④-13 墓地経営の許可など墓地、埋葬等の規制に関する事務」 ※ 

(9) 「④-６ 施設届出受理など社会福祉事業に関する事務」 

(10) 「④-８ 資金貸付など母子家庭及び寡婦の福祉に関する事務」 

(11) 「④-９ 居宅生活支援事業届出受理など老人福祉に関する事務」 

(12) 「④-83 構造改革特別区区域内の特別養護老人ホーム不足区域における特別養護老人ホ

ーム設置認可申請の審査などに関する事務」 

(13) 「④-10 指定養育医療機関の指定など母子保健に関する事務」 

(14) 「④-16 事務費用補助など結核の予防に関する事務（結核指定医療機関の指定など）」 ※ 

(15) 「④-42 社会福祉法人設立に係る定款審査などに関する事務」 ※ 

(16) 「④-57 非課税証明書の発行などに関する事務」 

(17) 「④-66 貸付金償還免除などに関する事務」 

(18) 「⑤-62 広告事項の許可などに関する事務」 

(19) 「⑤-72 有料老人ホームの設置者等に対する質問及び立入検査などに関する事務」 

(20) 「⑤-73 介護老人保健施設の開設の許可などに関する事務」 

(21) 「⑤-74 指定障害福祉サービス事業者への勧告などに関する事務」 

(22) 「⑥-59 教育、保育等を総合的に提供する施設の認定などに関する事務」 

 

５ 産業労働局（４項目） 
 
 (1) 「④-22 特定工場の新設届出受理などに関する事務」 

 (2) 「④-31 農住組合の土地交換分合計画認可などに関する事務」 

(3) 「④-36 大規模小売店舗新設届出受理などに関する事務」 

(4) 「④-88 第一種大規模小売店舗立地法特例区域の指定などに関する事務」 

 

６ 教育庁（５項目） 

 

 (1) 「④-21 県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務」 

(2) 「⑥-116 県費負担教職員の定数の設定などに関する事務」 

(3) 「⑥-117 県費負担教職員の給与の負担などに関する事務」 

 (4) 「④-41 重要文化財の現状変更許可などに関する事務」 

(5) 「⑤-77 発掘に関する指示及び命令などに関する事務」 
 
（注）網掛けは、事務配分の検討の方向付け終了後に、地方分権一括法等により特別区に

移譲されている事務（※は、検討対象事務の一部が移譲されているもの） 

 
（R2.12.1現在） 
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分権の受け皿論

100.0%372,567 100.0%127,767,994 100.0%1,753 全 国 計

22.5%83,930 1.9%2,393,126 26.2%459 1万人未満

37.7%140,618 14.5%18,537,347 41.5%727 1万人以上5万人未満

28.2%104,911 32.4%41,397,324 24.9%4375万人以上20万人未満

3.3%12,166 8.6%11,031,512 2.6%45 20万人以上30万人未満

4.4%16,403 15.2%19,473,033 2.9%51 30万人以上50万人未満

3.9%14,541 27.3%34,935,652 1.9%34 50万人以上

構成比面積（k㎡）構成比
人 口

（平成17国調）
構成比団体数

100.0%372,567 100.0%127,767,994 100.0%1,753 全 国 計

22.5%83,930 1.9%2,393,126 26.2%459 1万人未満

37.7%140,618 14.5%18,537,347 41.5%727 1万人以上5万人未満

28.2%104,911 32.4%41,397,324 24.9%4375万人以上20万人未満

3.3%12,166 8.6%11,031,512 2.6%45 20万人以上30万人未満

4.4%16,403 15.2%19,473,033 2.9%51 30万人以上50万人未満

3.9%14,541 27.3%34,935,652 1.9%34 50万人以上

構成比面積（k㎡）構成比
人 口

（平成17国調）
構成比団体数

平成の大合併収束でも極小規模の自治体は多数存在

今後の選択肢は、自主合併、広域連携、広域補完

※22.1.12 までに合併官報告示を終えたもの

生活圏拡大の視点
生活圏に比べ区域が狭いため、行政サービスの受益と負担が不一致

行財政基盤強化の視点
事務の効率的な執行の必要性から規模拡大の要請が働く

行政改革推進の視点
人口規模が小さい場合や区域が狭い場合、行政運営が非効率

税源偏在是正の視点
特別区の行財政基盤を強化するためには、税源偏在の是正が必要

区域のあり方について

特別区は、一定の規模や行財政能力を有しており、都区財政調整制度による財源の均衡
化も含めて考えれば、今後の分権改革の中で基礎自治体に期待される役割を担えるだけ
の受け皿を持っており、通常言われている合併のメリットは働きにくいのではないか。

基礎自治体の行政は、住民の身近なところでより多くのサービスを効率的に提供するこ
とが基本であり、行財政運営の創意工夫や自治体間の相互補完関係、民間活動との連携
等の方策も含めれば、区域の再編が不可欠とは言えないのではないか。

現状において、特別区の区域再編を行わなければならないほどの積極的な事情はないの
で、今後事務事業の大幅な移管を検討していった先に、その受け皿として必要があれば、
それぞれの区の判断で、区域の再編を検討することになるのではないか。

都が示した「検討の視点」（第６回幹事会）

区が示した参考論点＜抜粋＞（第８回幹事会）

35

 (4) 「④-１ 児童相談所設置など児童福祉に関する事務」 

 (5) 「④-2 民生委員の推薦など民生委員に関する事務」 

 (6) 「④-４ 保護施設設置など生活保護に関する事務」 

 (7) 「④-５ 行旅病人等に関する費用弁償に関する事務」 

 (8) 「④-13 墓地経営の許可など墓地、埋葬等の規制に関する事務」 ※ 

(9) 「④-６ 施設届出受理など社会福祉事業に関する事務」 

(10) 「④-８ 資金貸付など母子家庭及び寡婦の福祉に関する事務」 

(11) 「④-９ 居宅生活支援事業届出受理など老人福祉に関する事務」 

(12) 「④-83 構造改革特別区区域内の特別養護老人ホーム不足区域における特別養護老人ホ

ーム設置認可申請の審査などに関する事務」 

(13) 「④-10 指定養育医療機関の指定など母子保健に関する事務」 

(14) 「④-16 事務費用補助など結核の予防に関する事務（結核指定医療機関の指定など）」 ※ 

(15) 「④-42 社会福祉法人設立に係る定款審査などに関する事務」 ※ 

(16) 「④-57 非課税証明書の発行などに関する事務」 

(17) 「④-66 貸付金償還免除などに関する事務」 

(18) 「⑤-62 広告事項の許可などに関する事務」 

(19) 「⑤-72 有料老人ホームの設置者等に対する質問及び立入検査などに関する事務」 

(20) 「⑤-73 介護老人保健施設の開設の許可などに関する事務」 

(21) 「⑤-74 指定障害福祉サービス事業者への勧告などに関する事務」 

(22) 「⑥-59 教育、保育等を総合的に提供する施設の認定などに関する事務」 

 

５ 産業労働局（４項目） 
 
 (1) 「④-22 特定工場の新設届出受理などに関する事務」 

 (2) 「④-31 農住組合の土地交換分合計画認可などに関する事務」 

(3) 「④-36 大規模小売店舗新設届出受理などに関する事務」 

(4) 「④-88 第一種大規模小売店舗立地法特例区域の指定などに関する事務」 

 

６ 教育庁（５項目） 

 

 (1) 「④-21 県費負担教職員の任免、給与決定などに関する事務」 

(2) 「⑥-116 県費負担教職員の定数の設定などに関する事務」 

(3) 「⑥-117 県費負担教職員の給与の負担などに関する事務」 

 (4) 「④-41 重要文化財の現状変更許可などに関する事務」 

(5) 「⑤-77 発掘に関する指示及び命令などに関する事務」 
 
（注）網掛けは、事務配分の検討の方向付け終了後に、地方分権一括法等により特別区に

移譲されている事務（※は、検討対象事務の一部が移譲されているもの） 

 
（R2.12.1現在） 
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都区のあり方検討

「区域のあり方」の取扱い

≪都の考え≫

都区の事務配分の検討と特別区の区域のあり方の検討は

セットで検討すべきである。都の評価は、特別区が人口５０万
人以上の規模となった場合を想定した評価である。ただし、こ

れをもって移管の前提条件とするものではない。

≪区の考え≫

区域の再編の問題は、それぞれの区や地域のあり方に係わ
るものであり、２３区が統一的な見解を持ちうる性格の問題で
はなく、今回の都区のあり方検討を通じて、都区の役割分担の
あり方を整理した上で、それぞれの区が基礎自治体としての自

らのあり方を構築する中で主体的に判断するものである。

東京の自治のあり方研究会

将来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、都と
区市町村共同の調査研究の場

東京都、特別区長会、東京都市長会、東京都町村会の４者共同で「東京の
自治のあり方研究会」を設置

学識経験者7名、行政実務者10名（都４名、区２名、市２名、町村２名）で構成

平成21年11月から研究会の検討を開始

平成25年6月に研究会の下に行政実務者（各団体から2名ずつ）を中心とし
た部会を設置

特別区の区域のあり方については、引き続きの課題とするが、当面、
都区のあり方検討とは別に、将来の都制度や東京の自治のあり方に
ついて、学識経験者を交えた、都と区市町村共同の調査研究の場を
設けることとし、その結果を待って、必要に応じ議論する。

21.2.2  都区のあり方検討委員会 幹事会への下命事項
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東
京
の
自
治
の
あ
り
方
研
究
会
「
最
終
報
告
」
（
平
成

2
7
年

3
月
）
に
つ
い
て

 
                                    

 

 
１
．
人
口
動
向
を
踏
ま
え
た
地
域
ご
と
の
将
来
の
姿
と
課
題

 
 

【高
齢
者
の
急
激
な
増
加
と
高
齢
化
の
進
展
】
 

◇
 

都
内

で
は

、
２

０
３

０
年

代
中

頃
以

降
、

急
激

に
高

齢
化

が
進

展
し

、
２

０
５

０
年

に
は

７
５

歳
以

上
人

口
は

倍

増
。

特
に

区
部

で
急

速
に

高
齢

化
が

進
展

。
ま

た
、

区
部

で
は

、
高

齢
化

の
進

展
の

状
況

に
ば

ら
つ

き
が

大
き

く
、

高
齢

化
率

が
４

０
％

以
上

の
地

域
も

存
在

。
 

◇
 

一
方

、
生

産
年

齢
人

口
の

減
少

幅
は

全
国

と
比

べ
て

緩
や

か
で

あ
る

が
、

区
西

部
や

西
多

摩
、

島
し

ょ
地

域

で
は

、
２

０
５

０
年

ま
で

に
４

割
以

上
減

少
し

、
税

収
入

等
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
が

推
定

。
 

◇
 

こ
う

し
た

将
来

の
人

口
構

成
や

財
政

環
境

の
変

化
に

伴
い

、
今

後
都

内
で

は
、

現
在

の
行

政
サ

ー
ビ

ス
水

準

の
維

持
・
存

続
が

困
難

と
な

る
地

域
が

発
生

す
る

こ
と

が
予

想
。

 

【高
齢
者
単
身
世
帯
と
空
き
家
の
急
増
】
 

◇
 

２
０

５
０

年
に

お
け

る
都

内
の

総
世

帯
数

に
占

め
る

割
合

は
、

高
齢

者
単

身
世

帯
が

２
割

、
こ

れ
に

「
老

老
世

帯
」
を

加
え

た
高

齢
者

の
み

が
居

住
す

る
世

帯
が

約
３

割
に

達
す

る
。

 

◇
 

２
０

０
８

年
時

点
で

約
７

５
万

戸
あ

っ
た

都
内

の
空

き
家

は
、

約
４

０
年

後
の

２
０

５
０

年
に

は
倍

増
し

、
１

７
０

万
戸

を
超

え
る

見
通

し
。

ま
た

、
空

き
家

率
も

全
て

の
地

域
で

上
昇

し
、

多
く

の
地

域
で

２
割

超
。

 

◇
 

こ
う

し
た

地
域

に
お

い
て

は
、

地
域

で
の

見
守

り
機

能
が

弱
く

な
る

ほ
か

、
治

安
の

悪
化

等
を

招
き

、
ひ

い
て

は
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

維
持

・
存

続
が

困
難

と
な

る
恐

れ
。

 

【東
京
に
お
け
る
少
子
化
の
更
な
る
進
展
】
 

◇
 

都
内

の
出

生
数

は
、

１
９

７
０

年
に

は
２

３
万

人
に

の
ぼ

っ
た

が
、

現
在

は
１

１
万

人
に

半
減

。
さ

ら
に

、
東

京
都

の
合

計
特

殊
出

生
率

は
１

．
１

３
で

最
下

位
に

あ
り

、
人

口
置

換
水

準
の

２
．

０
７

を
大

き
く

下
回

る
。

 

◇
 

人
口

減
少

の
問

題
は

、
「
東

京
対

地
方

」
と

い
う

単
純

な
構

図
で

論
じ

る
の

で
は

な
く

、
東

京
を

は
じ

め
と

す
る

大
都

市
に

お
い

て
、

重
点

的
・
集

中
的

に
少

子
化

対
策

を
実

施
す

る
こ

と
に

よ
り

、
低

出
生

傾
向

の
改

善
が

図

ら
れ

な
け

れ
ば

、
東

京
と

地
方

は
と

も
に

消
滅

す
る

こ
と

に
。

 

 
２
．
東
京
の
自
治
の
あ
り
方
の
方
向
性

 
 

◎
全

国
の

他
地

域
と

比
較

す
る

と
、

東
京

の
人

口
構

造
は

比
較

的
緩

や
か

に
変

化
し

て
い

く
と

推
計

さ
れ

て
い

 

る
た

め
、

危
機

的
な

状
況

が
迫

っ
て

い
る

こ
と

に
つ

い
て

認
識

が
遅

れ
る

こ
と

も
懸

念
さ

れ
、

都
や

区
市

町
村

は

危
機

意
識

を
共

有
し

な
が

ら
、

将
来

に
向

け
た

対
策

を
適

切
に

行
っ

て
い

く
こ

と
が

重
要

。
 

◎
 

東
京

の
進

む
べ

き
方

向
性

を
考

え
る

に
あ

た
っ

て
は

、
東

京
と

地
方

が
共

存
し

、
共

に
発

展
し

て
い

く
た

め

に
、

東
京

が
ど

の
よ

う
な

役
割

と
責

任
を

果
た

し
て

い
く

こ
と

が
で

き
る

の
か

と
い

っ
た

視
点

も
重

要
。

 

◎
 

将
来

東
京

が
直

面
す

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

る
危

機
的

な
状

況
を

あ
ら

か
じ

め
想

定
し

、
厳

し
い

環
境

に
も

対

応
し

う
る

具
体

的
な

自
治

の
あ

り
方

を
た

だ
ち

に
検

討
し

て
い

く
必

要
。

 

◎
 

都
内

自
治

体
の

人
口

規
模

は
、

町
村

部
の

ほ
か

、
５

万
人

規
模

か
ら

５
０

万
人

を
大

き
く

上
回

る
区

市
ま

で

様
々

。
ま

た
、

面
積

規
模

は
、

平
均

３
０

㎢
程

度
に

と
ど

ま
っ

て
お

り
、

特
に

区
部

及
び

そ
の

近
隣

市
域

に
は

、

市
街

地
が

連
坦

し
た

地
域

に
小

規
模

面
積

の
自

治
体

が
数

多
く

存
在

。
今

後
の

東
京

の
自

治
の

あ
り

方
を

検

討
す

る
に

あ
た

っ
て

は
、

こ
う

し
た

特
性

を
踏

ま
え

る
必

要
。

 

（１
）都
と
区
市
町
村
の
役
割
分
担
の
あ
り
方

 

○
 

事
業

の
性

質
や

各
地

域
が

抱
え

る
課

題
等

を
考

慮
し

な
が

ら
、

今
後

の
都

と
区

市
町

村
の

役
割

分
担

の
あ

り

方
に

つ
い

て
検

討
す

る
必

要
。

 

○
 

都
内

に
お

け
る

今
後

の
人

口
減

少
社

会
の

到
来

や
少

子
高

齢
化

の
更

な
る

進
展

を
踏

ま
え

、
広

域
自

治
体

と
し

て
都

が
、

今
後

ど
の

よ
う

に
対

応
し

て
い

く
の

か
に

つ
い

て
も

、
検

討
が

求
め

ら
れ

る
。

 

（２
）住
民
自
治
（自
治
の
担
い
手
）
の
あ
り
方

 

○
 

町
内

会
や

自
治

会
等

の
活

動
を

基
盤

と
し

た
既

存
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

を
再

構
築

し
て

い
く

こ
と

は
も

と
よ

り
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
や

企
業

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
な

ど
の

地
域

の
様

々
な

活
動

主
体

と
の

協
力

に
よ

っ
て

、
新

し
い

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
形

成
を

支
援

し
て

い
く

必
要

。
 

○
 

様
々

な
年

代
層

が
そ

れ
ぞ

れ
の

課
題

意
識

や
経

験
・
ノ

ウ
ハ

ウ
を

地
域

課
題

の
解

決
に

有
効

に
活

用
し

、
地

域
の

担
い

手
と

し
て

活
躍

で
き

る
よ

う
、

各
区

市
町

村
は

、
多

様
な

支
援

策
を

こ
れ

ま
で

以
上

に
積

極
的

に
講

じ
て

い
く

こ
と

が
重

要
。

 

（３
）効
率
的
・
効
果
的
な
行
財
政
運
営
の
あ
り
方

 

○
 

今
後

、
変

化
・
増

大
す

る
行

政
需

要
に

的
確

に
対

応
し

、
安

定
的

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
て

い
く

た
め

に
は

、
既

存
の

行
政

体
制

の
維

持
・
存

続
に

と
ら

わ
れ

ず
、

早
急

に
見

直
し

を
検

討
し

て
い

く
こ

と
が

必
要

。
 

○
 
各
区
市
町
村
は

、
将

来
の

状
況

を
直

視
し

、
人

口
動

向
や

財
政

環
境

等
の

変
化

に
よ

り
、

十
分

な
行

政
サ

ー
ビ

ス
が

提
供

で
き

な
く

な
る

な
ど
危
機
的
な
状
況
に
陥
る
前
か
ら
、
合
併
、
共
同
処
理
制
度
の
活
用
、
基
礎

自
治
体
間
で
の
相
互
補
完
や
機
能
分
担
等
、
多
様
な
選
択
肢
に
つ
い
て

、
地

域
特

性
や

住
民

意
思

等
を

踏

ま
え

な
が

ら
、
主
体
的
に
検
討
、
判
断
し
て
い
く
必
要

。
 

○
 

合
併

・
連

携
そ

れ
ぞ

れ
に

メ
リ

ッ
ト

、
デ

メ
リ

ッ
ト
の

両
面

が
あ

る
こ

と
を

念
頭

に
、

地
理

的
状

況
、

人
口

規
模

、

人
口

や
産

業
の

集
積

の
状

況
、

地
域

の
連

坦
、

面
積

な
ど

、
そ

の
地

域
特

有
の

様
々

な
状

況
を

踏
ま

え
、

合

併
・
連

携
等

の
多

様
な

選
択

肢
の

中
で

、
ど

の
よ

う
な

手
段

が
よ

り
有

効
で

あ
る

の
か

に
つ

い
て

、
具

体
的

な
デ

ー
タ

等
に

基
づ

き
、
関
係
自
治
体
間
で
議
論
し
て
い
く
こ
と
が
重
要

。
 

○
 

自
治

体
間

に
お

け
る

連
携

が
増

大
し

て
い

く
場

合
に

は
、

既
存

の
体

制
の

維
持

・
存

続
に

と
ら

わ
れ

な
い

行

政
体

制
の

あ
り

方
を

検
討

す
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
 

▽
東
京
の
自
治
の
あ
り
方
研
究
会
の
設
置

 

平
成

２
１

年
２

月
の

都
区

の
あ

り
方

検
討

委
員

会
で

、
「
特

別
区

の
区

域
の

あ
り

方
に

つ
い

て
は

、
引

き
続

き
の

課
題

と
す

る
が

、
当

面
、

都
区

の
あ

り
方

検
討

と
は

別
に

、
将

来
の

都
制

度
や

東
京

の
自

治
の

あ
り

方
に

つ
い

て
、

学
識

経
験

者
を

交
え

た
、

都
と

区
市

町
村

共
同

の
調

査
研

究
の

場
を

設
け

る
こ

と
と

し
、

そ
の

結
果

を
待

っ

て
、

必
要

に
応

じ
議

論
す

る
」
こ

と
を

確
認

。
同

年
１

１
月

か
ら

調
整

研
究

を
開

始
 

▽
部
会
の
設
置

 

２
０

５
０

年
ま

で
の

５
０

０
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

単
位

の
将

来
人

口
分

析

を
実

施
 

▽
中
間
報
告
で
示
し
た
３
つ
の
論
点
に
つ
い
て
、
最
終
報
告
と
り
ま
と
め

 

（
１

）
都

と
区

市
町

村
の

役
割

分
担

の
あ

り
方

 

（
２

）
住

民
自

治
（
自

治
の

担
い

手
）
の

あ
り

方
 

（
３

）
効

率
的

・
効

果
的

な
行

財
政

運
営

の
あ

り
方
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都区のあり方検討

「区域のあり方」の取扱い

≪都の考え≫

都区の事務配分の検討と特別区の区域のあり方の検討は

セットで検討すべきである。都の評価は、特別区が人口５０万
人以上の規模となった場合を想定した評価である。ただし、こ

れをもって移管の前提条件とするものではない。

≪区の考え≫

区域の再編の問題は、それぞれの区や地域のあり方に係わ
るものであり、２３区が統一的な見解を持ちうる性格の問題で
はなく、今回の都区のあり方検討を通じて、都区の役割分担の
あり方を整理した上で、それぞれの区が基礎自治体としての自

らのあり方を構築する中で主体的に判断するものである。

東京の自治のあり方研究会

将来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、都と
区市町村共同の調査研究の場

東京都、特別区長会、東京都市長会、東京都町村会の４者共同で「東京の
自治のあり方研究会」を設置

学識経験者7名、行政実務者10名（都４名、区２名、市２名、町村２名）で構成

平成21年11月から研究会の検討を開始

平成25年6月に研究会の下に行政実務者（各団体から2名ずつ）を中心とし
た部会を設置

特別区の区域のあり方については、引き続きの課題とするが、当面、
都区のあり方検討とは別に、将来の都制度や東京の自治のあり方に
ついて、学識経験者を交えた、都と区市町村共同の調査研究の場を
設けることとし、その結果を待って、必要に応じ議論する。

21.2.2  都区のあり方検討委員会 幹事会への下命事項
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※
1
8
6
7
年

以
前
（
江

戸
時

代
）
は

『
大

江
戸

ま
る
わ

か
り
事

典
』
（
大

石
学

編
・
時

事
通

信
出

版
局

・
2
0
0
5
.7
）
よ
り
作

成
（
た
だ
し
江

戸
の

町
人

人
口

の
み

）
※

1
8
7
2
年

～
2
0
3
5
年

は
東

京
都

統
計

部
「
東

京
都

の
人

口
（
推

計
）
」
よ
り
作

成
、
た
だ
し
2
0
1
5
年

～
2
0
3
5
年

は
推
計

値
※

2
0
3
5
年

以
降
は

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
の
人
口
の
推
移

0

1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

5
0
0

6
0
0

7
0
0

8
0
0

9
0
0

1
,0
0
0

1
,1
0
0

1
,2
0
0

1
,3
0
0

1
,4
0
0

1
,5
0
0 1
6
5
0
年

1
7
0
0
年

1
7
5
0
年

1
8
0
0
年

1
8
5
0
年

1
9
0
0
年

1
9
5
0
年

2
0
0
0
年

2
0
5
0
年

2
1
0
0
年

人
万

推
計

値
（
2
0
1
5
年

～
）

終 戦

（
1
8
6
8
年

）

（
1
9
2
3
年

）
3
8
6
万

人

（
1
9
4
5
年

）
3
4
9
万

人

高
度

経
済

成
長

期
（
1
9
5
4
～

1
9
7
3
年

）

（
2
0
2
0
年

）
1
,3

3
5
万

人

（
1
8
9
3
年

）

ピ ー ク

（
1
9
6
2
年

）

 万 人 突 破

1
,0

0
0

（
2
1
0
0
年

）
7
1
3
万

人

三 多 摩 編 入

明 治 維 新

関 東 大 震 災

付
　
表
　
1
-
1
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2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

年
少

人
口

比
率

1
1
.4
%

1
1
.2
%

1
0
.2
%

9
.3
%

8
.7
%

8
.5
%

8
.3
%

8
.0
%

7
.8
%

7
.6
%

年
少

人
口

比
率

1
2
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%

1
1
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%

1
0
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1
0
.0
%

9
.8
%
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.5
%
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%

8
.9
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%
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年
齢
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口

比
率
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.2
%

6
4
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%
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3
.6
%

5
8
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%
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3
.7
%

5
2
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%
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1
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%

4
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%

4
7
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%
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6
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%

生
産

年
齢
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口

比
率
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6
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%
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2
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1
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3
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2
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1
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8
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7
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%
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年
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（
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5
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7
4
歳
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比

率
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.0
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4
.9
%

1
3
.0
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%
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2
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%

1
1
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%
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5
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%
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3
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%
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2
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%
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3
.0
%
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3
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%
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2
.6
%

1
2
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%

老
年
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口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
.4
%

1
2
.5
%

1
4
.8
%

1
6
.5
%

2
2
.7
%

2
6
.2
%

2
7
.2
%

2
8
.9
%

3
1
.2
%

3
2
.9
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
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%

1
3
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%

1
6
.6
%

1
8
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%

2
3
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%

2
5
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%

2
6
.6
%

2
8
.5
%

3
0
.6
%

3
2
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%

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
年

2
0
6
0
年

2
0
7
0
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2
0
8
0
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2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

2
0
1
0
年

2
0
2
0
年

2
0
3
0
年

2
0
4
0
年

2
0
5
0
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2
0
6
0
年

2
0
7
0
年

2
0
8
0
年

2
0
9
0
年

2
1
0
0
年

年
少

人
口

比
率

1
0
.8
%

1
0
.9
%

1
0
.0
%

8
.9
%

8
.2
%

8
.1
%

7
.8
%

7
.5
%

7
.3
%

7
.1
%

年
少

人
口

比
率

1
2
.2
%

1
1
.2
%

1
0
.1
%

9
.6
%

9
.8
%

9
.8
%

9
.6
%

9
.3
%

9
.2
%

9
.0
%

生
産

年
齢

人
口

比
率

6
9
.0
%

6
5
.8
%

6
4
.8
%

5
8
.9
%

5
3
.7
%

5
2
.1
%

5
1
.1
%

4
9
.1
%

4
7
.6
%

4
6
.2
%

生
産

年
齢

人
口

比
率

6
0
.4
%

5
4
.3
%

5
2
.0
%

4
9
.3
%

4
8
.9
%

4
9
.4
%

4
8
.8
%

4
7
.7
%

4
6
.9
%

4
6
.5
%

老
年
人
口
（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
0
.8
%

1
1
.2
%

1
1
.4
%

1
6
.4
%

1
5
.7
%

1
3
.3
%

1
3
.5
%

1
4
.3
%

1
3
.6
%

1
3
.4
%

老
年

人
口

（
6
5
-
7
4
歳

）
比

率
1
3
.6
%

1
6
.5
%

1
3
.6
%

1
5
.5
%

1
2
.8
%

1
2
.1
%

1
2
.9
%

1
3
.0
%

1
2
.5
%

1
2
.1
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上

）
比

率
9
.4
%

1
2
.0
%

1
3
.9
%

1
5
.8
%

2
2
.3
%

2
6
.5
%

2
7
.5
%

2
9
.1
%

3
1
.6
%

3
3
.3
%

老
年

人
口

（
7
5
歳

以
上
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比

率
1
3
.8
%

1
7
.9
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2
4
.3
%

2
5
.6
%

2
8
.5
%

2
8
.7
%

2
8
.8
%

3
0
.0
%

3
1
.4
%

3
2
.3
%

東
京
の
将
来
人
口
推

計
（
年
齢
３
区
分
別
）

　
※

「
東

京
の

自
治

の
あ
り
方

研
究

会
」
に
よ
る
推

計

東
京
都
　
将
来
人
口
推
計
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0
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財源の移譲に係る指針の整理

（1）事務移譲に応じた財源の移譲

（当該事務の執行に充てられていた金額と等しい財源の移譲）

（2）事務の性格に応じた財源移譲の方法

（財調交付金配分率、事務処理特例交付金、都市計画交付金）

財源移譲後に想定される課題の整理

（1）特別区の主体性の強化

（協議のあり方、政策税制協議、調整税の会計上の取扱い）

（2）法令改正を伴う事項の検討

（税源移譲、税制改正等を踏まえた財調制度の見直し等）

税財政制度について
～区が示した「論点」（第１３回幹事会）～

ＭＥＭＯ 
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